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告         示 

 

兵庫県告示第17号 

青少年愛護条例（昭和38年兵庫県条例第17号）第11条第１項の規定により、有害興行として次のものを指定

する。 

令和３年１月８日 

                                       兵庫県知事 井 戸 敏 三 

 

 

兵庫県告示第18号 

 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、形質変更時要届出区域を次のとおり指

定する。 

  令和３年１月８日 

                                   兵庫県知事 井 戸 敏 三 

１ 指定する区域 

指定理由 

著しく性的感情を刺激し、著しく粗暴性若しくは残忍性を助長し、著しく恐怖心を与

え、又は犯罪若しくは自殺を誘発し、若しくは助長する描写、音声などが多く、青少年に

観覧させることは、その健全な育成を阻害するものと認める。 

種  別 名       称 制作・配給会社 

映  画 

 

同 

メイドになった人妻 巨乳の絶対領域 

 

スカイ･シャーク（原題）ＳＫＹ ＳＨＡＲＫＳ 

新東宝映画 

 

ギャガ 

兵庫県公報 
発  行  人 

兵   庫   県 
神戸市中央区下山手通 

５丁目10番１号 

毎週火曜日及び金曜日発行、 

その日が休日のときはその翌日 （兵庫県民の旗＝県旗） 令和３年１月８日 金曜日  第 171 号 
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高砂市梅井六丁目828番１の一部 

２ 特定有害物質の名称 

  ジクロロメタン、ベンゼン、カドミウム及びその化合物、六価クロム化合物、シアン化合物、水銀及びそ

の化合物、鉛及びその化合物、砒素及びその化合物、ほう素及びその化合物並びにポリ塩化ビフェニル 

３ １の土地は、土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第58条第５項第12号に該当する。 

 

兵庫県告示第19号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の規定により、道路の区域を次のように変更し、令和３年１月８日か

ら供用を開始する。 

 その関係図面は、令和３年１月８日から２週間、丹波県民局丹波土木事務所において一般の縦覧に供する。 

  令和３年１月８日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

道 路 の 種 類 

路 線 名 

道  路  の  区  域 

区     間 旧新 
敷地の幅員 
（メートル） 

延 長 
（メートル） 

備考 

県道 

西 脇 篠 山 線 

丹波市山南町阿草字山中2047番２から 

同 市山南町阿草字山中2047番２まで 

旧 
17.0から 

21.0まで 
46.0     

 

 

 新 
17.0から 

21.0まで 
46.0 

 

 

兵庫県告示第20号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、次のとおり道路の位置を指定した。 

その関係図書は、但馬県民局豊岡土木事務所まちづくり建築第２課において縦覧に供する。 

 令和３年１月８日 

                                   兵庫県知事 井 戸 敏 三  

指 定 番 号 
指定年月日 

（令和年月日） 
位 置 

幅 員 

（メートル） 

延 長 

（メートル） 

第Ｒ02但馬位置 

0005号 
2.12.17  

美方郡新温泉町浜坂字坪ノ内367番４、370

番３の一部 
6.00 33.39 

 
 

公 告 

 

入札公告 

 次のとおり一般競争入札に付す。 

  令和３年１月８日 

契約担当者            

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 調達内容 

 (1) 調達役務 

   令和３年度宅配便運送業務 予定数22,537個 

 (2) 調達役務の規格、品質及び性能等 

   契約担当者が入札説明書で指定する特質等を有すること。 

 (3) 履行期間 

   令和３年４月１日（木）から令和４年３月31日（木）まで 
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 (4) 履行場所 

   日本国内 

 (5) 入札方法  

   上記(1)の役務について入札に付する。 

   落札決定後、入札金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てるものとする。）を支払う予定とする契約を締結するので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110

分の100に相当する金額で入札すること。 

２ 一般競争入札参加資格 

 (1) 物品関係入札参加者として、兵庫県（以下「県」という。）の物品関係入札参加資格（登録）者名簿に登

録されている者又は登録されていない者で開札の日時までに物品関係入札参加資格者として認定された者

であること。 

 (2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に基づく県の入札参加資格制限基準による

資格制限を受けていない者であること。 

 (3) 参加申込みの期限日及び当該調達の入札の日において、県の指名停止基準に基づく指名停止を受けてい

ない者であること。 

 (4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225

号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

 (5) 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）第３条の一般貨物自動車運送事業の許可を得た者である

こと。 

 (6) 全都道府県の区域内に貨物を配送することが可能な者であること。 

 (7) 暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に規定する

暴力団員又は暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴

力団及び暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

３ 入札の参加申込み及び入札の方法等 

 (1) 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先 

   〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 

         兵庫県企画県民部管理局文書課文書管理班（直通電話（078）362－3063） 

 (2) 参加申込みの期間、契約条項を示す期間及び入札説明書の交付期間 

   令和３年１月８日（金）から同月22日（金）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

   午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

 (3) 入札・開札の日時及び場所 

   令和３年２月17日（水） 午後１時30分 兵庫県庁西館 １階小入札室 

 (4) 入札書の提出方法 

   上記(3)の入札・開札の日時及び場所に直接入札書を提出すること。 

   なお、電子入札及び郵送等による入札は、受け付けない。 

４ その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 (2) 入札保証金 

   入札説明書に示す方法に従って計算した送料見込額（以下「送料見込額」という。）の100分の５以上の

額の入札保証金を令和３年２月15日（月）午後５時までに納入しなければならない。ただし、保険会社と

の間に県を被保険者とする入札保証保険契約を締結した場合は、その保険証書を入札保証金に代えて提出

すること。 

 (3) 契約保証金 

   送料見込額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結日までに納入しなければならない。ただし、保

険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結した場合には、当該保険証書を契約保証金に

代えて提出すること。 

 (4) 入札者に求められる義務 

  ア この一般競争入札への参加を希望する者は、入札参加申込書を令和３年１月22日（金）午後５時まで
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に前記３(1)の場所に提出すること。 

  イ 入札者は、入札・開札日の前日までの間において、上記アの提出書類に関し説明を求められた場合は、

これに応ずること。  

 (5) 入札に関する条件 

  ア 所定の入札日時に入札書を入札箱に投入すること。 

  イ 所定の額の入札保証金（入札保証金に代わる担保の提供を含む。）が所定の日時までに提出されている

こと。ただし、入札保証金に代えて入札保証保険証書を提出する場合は、保険期間が令和３年４月１日

（木）まであること。 

  ウ 入札者又はその代理人が同一事項について２通以上した入札でないこと。 

  エ 同一事項の入札において、他の入札者の代理人を兼ねた者又は２人以上の入札者の代理をした者の入

札でないこと。 

  オ 連合その他の不正行為によってされたと認められる入札でないこと。 

  カ 入札書に入札金額並びに入札者の記名及び押印があり、入札内容が分明であること。 

  キ 代理人が入札をする場合は、入札開始前に委任状を入札執行者に提出すること。 

  ク 入札書に記載された入札金額が訂正されていないこと。 

  ケ 再度入札に参加できる者は、次のいずれかの者であること。 

   (ｱ) 初度の入札に参加して有効な入札をした者 

   (ｲ) 初度の入札において、上記アからクまでの条件に違反し無効となった入札者のうち、ア、エ又はオ

に違反し無効となった者以外の者 

  コ 入札の対象となる調達に係る予算が議決され、その予算の執行が可能であること。 

 (6) 入札の無効 

   本公告に示した一般競争入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかった

者のした入札、申込書又は関係書類に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入

札は、無効とする。 

 (7) 契約書の作成の要否 

   要作成 

 (8) 落札者の決定方法 

   財務規則（昭和39年兵庫県規則第31号）第85条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で

低の価格をもって有効な入札を行ったものを落札者とする。ただし、契約担当者が当該価格によっては

その者により契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めるとき、又はその者と契約を締結

することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、この

限りでない。 

 (9) その他  

   詳細は、入札説明書による。 

 

入札公告 

 次のとおり一般競争入札に付す。 

  令和３年１月８日 

契約担当者            

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 調達内容 

 (1) 調達役務 

   令和３年度メール便運送業務 予定数98,940個 

 (2) 調達役務の規格、品質及び性能等 

   契約担当者が入札説明書で指定する特質等を有すること。 

 (3) 履行期間 

   令和３年４月１日（木）から令和４年３月31日（木）まで 

 (4) 履行場所 

   日本国内 

 (5) 入札方法  
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   上記(1)の役務について入札に付する。 

   落札決定後、入札金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てるものとする。）を支払う予定とする契約を締結するので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110

分の100に相当する金額で入札すること。 

２ 一般競争入札参加資格 

 (1) 物品関係入札参加者として、兵庫県（以下「県」という。）の物品関係入札参加資格（登録）者名簿に登

録されている者又は登録されていない者で開札の日時までに物品関係入札参加資格者として認定された者

であること。 

 (2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に基づく県の入札参加資格制限基準による

資格制限を受けていない者であること。 

 (3) 参加申込みの期限日及び当該調達の入札の日において、県の指名停止基準に基づく指名停止を受けてい

ない者であること。 

 (4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225

号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

 (5) 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）第３条の一般貨物自動車運送事業の許可を得た者である

こと。 

 (6) 全都道府県の区域内に貨物を配送することが可能な者であること。 

 (7) 暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に規定する

暴力団員又は暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴

力団及び暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

３ 入札の参加申込み及び入札の方法等 

 (1) 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先 

   〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 

         兵庫県企画県民部管理局文書課文書管理班（直通電話（078）362－3063） 

 (2) 参加申込みの期間、契約条項を示す期間及び入札説明書の交付期間 

   令和３年１月８日（金）から同月22日（金）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

   午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

 (3) 入札・開札の日時及び場所 

   令和２年２月17日（水） 午後２時 兵庫県庁西館 １階小入札室 

 (4) 入札書の提出方法 

   上記(3)の入札・開札の日時及び場所に直接入札書を提出すること。 

   なお、電子入札及び郵送等による入札は、受け付けない。 

４ その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 (2) 入札保証金 

   入札説明書に示す方法に従って計算した送料見込額（以下「送料見込額」という。）の100分の５以上の

額の入札保証金を令和３年２月15日（月）午後５時までに納入しなければならない。ただし、保険会社と

の間に県を被保険者とする入札保証保険契約を締結した場合は、その保険証書を入札保証金に代えて提出

すること。 

 (3) 契約保証金 

   送料見込額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結日までに納入しなければならない。ただし、保

険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結した場合には、当該保険証書を契約保証金に

代えて提出すること。 

 (4) 入札者に求められる義務 

  ア この一般競争入札への参加を希望する者は、入札参加申込書を令和３年１月22日（金）午後５時まで

に前記３(1)の場所に提出すること。 

  イ 入札者は、入札・開札日の前日までの間において、上記アの提出書類に関し説明を求められた場合は、

これに応ずること。 
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 (5) 入札に関する条件 

  ア 所定の入札日時に入札書を入札箱に投入すること。 

  イ 所定の額の入札保証金（入札保証金に代わる担保の提供を含む。）が所定の日時までに提出されている

こと。ただし、入札保証金に代えて入札保証保険証書を提出する場合は、保険期間が令和３年４月１日

（木）まであること。 

  ウ 入札者又はその代理人が同一事項について２通以上した入札でないこと。 

  エ 同一事項の入札において、他の入札者の代理人を兼ねた者又は２人以上の入札者の代理をした者の入

札でないこと。 

  オ 連合その他の不正行為によってされたと認められる入札でないこと。 

  カ 入札書に入札金額並びに入札者の記名及び押印があり、入札内容が分明であること。 

  キ 代理人が入札をする場合は、入札開始前に委任状を入札執行者に提出すること。 

  ク 入札書に記載された入札金額が訂正されていないこと。 

  ケ 再度入札に参加できる者は、次のいずれかの者であること。 

   (ｱ) 初度の入札に参加して有効な入札をした者 

   (ｲ) 初度の入札において、上記アからクまでの条件に違反し無効となった入札者のうち、ア、エ又はオ

に違反し無効となった者以外の者 

  コ 入札の対象となる調達に係る予算が議決され、その予算の執行が可能であること。 

 (6) 入札の無効 

   本公告に示した一般競争入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかった

者のした入札、申込書又は関係書類に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入

札は、無効とする。 

 (7) 契約書の作成の要否 

   要作成 

 (8) 落札者の決定方法 

   財務規則（昭和39年兵庫県規則第31号）第85条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で

低の価格をもって有効な入札を行ったものを落札者とする。ただし、契約担当者が当該価格によっては

その者により契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めるとき、又はその者と契約を締結

することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、この

限りでない。 

 (9) その他  

   詳細は、入札説明書による。 

 

 林業種苗生産事業者講習会の開催 

 林業種苗法（昭和45年法律第89号）第11条第１項の規定により、林業種苗生産事業者講習会を次のとおり開

催する。 

  令和３年１月８日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 開催の日時及び場所 

(1) 日時 令和３年２月10日（水）午前10時から午後５時まで 

(2) 場所 神戸市中央区下山手通４丁目16番３号 兵庫県民会館302会議室 

２ 講習内容及び講習時間 

(1) 種苗に関する法令        ２時間 

(2) 種苗の産地及び系統に関する事項 ２時間 

(3) 種苗の生産技術に関する事項   ２時間 

３ 講習対象者 

  県内に住所を有する者で、林業種苗生産事業者の登録を受けようとする者又はその従事者 

４ 受講手続 

(1) 提出書類 

   林業種苗生産事業者講習会申込書 

申込書は、兵庫県農政環境部農林水産局林務課及び各県民局又は各県民センター農林（水産）振興事務
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所（ただし、阪神南県民センターにあっては、阪神北県民局阪神農林振興事務所）において配布する。 

(2) 提出期間 

   令和３年１月８日（金）から同月29日（金）まで 

なお、郵送の場合は、令和３年１月29日（金）までの消印のあるものに限り受け付ける。 

(3) 提出先 

   住所地を管轄する各県民局又は各県民センター農林（水産）振興事務所（ただし、阪神南県民センター

にあっては、阪神北県民局阪神農林振興事務所） 

(4) 講習手数料 

   14,000円相当額の兵庫県収入証紙を林業種苗生産事業者講習会申込書に貼り付けること。 

 

   大規模小売店舗に対する市町の意見の概要 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第８条第１項の規定により聴取した意見

の概要は、次のとおりである。 

 なお、当該意見を次のとおり縦覧に供する。 

  令和３年１月８日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  名称 （仮称）加西中野複合商業施設 

  所在地 加西市中野町字宮ノ前１番ほか 

２ 法第８条第１項の規定により加西市から聴取した意見の概要 

(1) 用地課 

法定外公共物の付替について、事前協議のとおり実施されたい。 

(2) 環境課 

ア 市内の生態系に配慮した緑化を行うよう努められたい。特に、「兵庫県の生物多様性に悪影響を及ぼす

外来生物リスト（ブラックリスト）」に掲載されているような植物は植えないようにされたい。 

イ 街灯、防犯灯、門灯等の設置に当たっては、近隣宅地にとって夜間の生活環境に影響を及ぼす可能性

があるため、その照度は必要 低限となるよう配慮されたい。 

    なお、配慮の考え方については、環境省「光害対策ガイドライン（平成18年12月改訂版）」を参照され

たい。 

ウ 加西市民の美しい環境を守る条例に規定されている事業所の責務及び努力目標について、可能な限り

協力されたい。 

３ 意見書の縦覧場所及び縦覧期間 

 (1) 縦覧場所 

兵庫県県土整備部まちづくり局都市計画課及び北播磨県民局加東土木事務所まちづくり建築課 

 (2) 縦覧期間 

   令和３年１月８日から１月間 

 

建築士法による処分 

 建築士法（昭和25年法律第202号。以下「法」という。）第10条第１項の規定により処分をしたので、同条第

５項及び建築士法施行規則（昭和25年建設省令第38号。以下「省令」という。）第６条の３の規定に基づき、次

のとおり公告する。 

  令和３年１月８日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 処分した年月日 

  令和２年11月24日 

２ 処分を受けた建築士の氏名、その者の一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別及びその者の登録番号 

  別表のとおり 

３ 処分の内容 

  戒告 
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４ 処分の原因となった事実 

法第22条の２第２号に規定する二級建築士定期講習を省令第17条の36に規定する受講期間内に受講しなか

った。 

別表 

氏名 
一級建築士、二級建築士 

又は木造建築士の別 
登録番号 

福 元 和 宏 二級建築士 兵庫県知事登録 第３５００８９号 

藤 瀬 秀 政 二級建築士 兵庫県知事登録 第神戸１０３４号 

山 野 建 作 二級建築士 兵庫県知事登録 第神戸３６３６号 

新 徳 浩 哉 二級建築士 兵庫県知事登録 第阪神１９９５号 

山 口 雅 子 二級建築士 兵庫県知事登録 第阪神２８８３号 

黒 田 智 彦 二級建築士 兵庫県知事登録 第２００５５２号 

劉   長 煜 二級建築士 兵庫県知事登録 第神戸３２３６号 

頼 末 康 也 二級建築士 兵庫県知事登録 第４５０４１０号 

矢 作 紀 子 二級建築士 兵庫県知事登録 第神戸３１０６号 

安 水 盛 徳 二級建築士 兵庫県知事登録 第４５０３３８号 

遠 藤 研 吾 二級建築士 兵庫県知事登録 第１０００７７号 

小 川 武 知 二級建築士 兵庫県知事登録 第２８００２０４号 

竹 松 義 紘 二級建築士 兵庫県知事登録 第１００６８３号 

 

 

   都市計画法第36条第３項に基づく工事完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定による許可に係る次の開発行為に関する工事は、完

了した。 

  令和３年１月８日 

                                   兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

小野市天神町字後山1183番２の一部 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名又は名称 

東京都西東京市北原町三丁目２番22号 

株式会社アーネストワン 代表取締役 松 林 重 行 

３ 許可年月日及び許可番号 

令和２年11月30日 

兵庫県指令北播（加土）（建）第１－10－２号（２小野） 
 

選挙管理委員会告示 

 

兵庫県選挙管理委員会告示第１号 

 公職選挙法施行令（昭和25年政令第89号）第55条第２項及び第４項第２号並びに地方自治法施行令（昭和22

年政令第16号）第106条、第114条、第117条及び第184条において準用する公職選挙法施行令第55条第２項及び

第４項第２号（ 高裁判所裁判官国民審査法施行令（昭和23年政令第122号）第13条において衆議院小選挙区選

出議員の選挙の投票の例による場合を含む。）の規定により、不在者投票のできる施設を指定したので、平成13

年兵庫県選挙管理委員会告示第27号（不在者投票のできる施設の指定）の一部を次のように改正する。 
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  令和３年１月８日 

兵庫県選挙管理委員会 

委員長 石 堂 則 本 

 ２ 老人ホームの表姫路市の項中 

「 

 特別養護老人ホーム 厚生園 姫路市御立西４丁目１―19 

」 

を 

「 

 特別養護老人ホーム 厚生園 姫路市御立西４丁目１―19 

 介護付き有料老人ホーム かつはら 姫路市勝原区丁15－１ 

」 

に改める。 

 

兵庫県選挙管理委員会告示第２号 

 頭師暢秀後援会から提出された政治団体の解散の届出に関し、令和元年兵庫県選挙管理委員会告示第76号を

次のとおり訂正する。 

  令和３年１月８日 

兵庫県選挙管理委員会     

委員長 石 堂 則 本  

 ３(2)中 

「 

政治団体の名称 代表者の氏名 解散年月日 

頭師暢秀後援会 頭 師 暢 秀 平成30年12月31日 

                                                」 

を 

「 

政治団体の名称 代表者の氏名 解散年月日 

頭師暢秀後援会 頭 師 暢 秀 平成31年３月31日 

                                                」 

に改める。 

 

兵庫県選挙管理委員会告示第３号 

 頭師暢秀後援会から提出された資金管理団体の指定の取消しの届出に関し、令和元年兵庫県選挙管理委員会

告示第77号を次のとおり訂正する。 

  令和３年１月８日 

兵庫県選挙管理委員会     

委員長 石 堂 則 本  

 ３(1)中 

「 

資金管理団体の届出をした者の氏名 資金管理団体の名称 取消年月日 

頭 師 暢 秀 頭師暢秀後援会 平成30年12月31日 

」 

を 

「 
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資金管理団体の届出をした者の氏名 資金管理団体の名称 取消年月日 

頭 師 暢 秀 頭師暢秀後援会 平成31年３月31日 

」 

に改める。 
 

警 察 本 部 公 告 

 

入札公告 

 ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける調達を次のとおり一般競争入札に付す。 

  令和３年１月８日 

契約担当者               

兵庫県警察本部長 吉 岡 健一郎  

１ 調達内容 

(1) 購入物品及び数量 

   令和３年度兵庫県警察本部車両用燃料の単価契約 

  ア レギュラーガソリン 予定数量 102万７千リットル 

  イ ハイオクガソリン  予定数量   33万９千リットル 

   ウ 軽油        予定数量  ７万４千リットル 

(2) 購入物品の特質等 

   購入物品の性能等に関し、契約担当者が入札説明書で指定する特質等を有すること。 

(3) 納入期間 

   令和３年４月１日（木）から令和４年３月31日（木）まで 

(4) 納入場所 

   落札者が提供できる兵庫県内及び兵庫県外に存する指定給油所のうち契約担当者が指定する給油所 

(5) 入札方法 

   上記(1)の物品について入札に付する。 

落札決定に当たっては、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、アに示す金額の合計をもって落札価格とするので、イに示す合計金額を入札書に記載すること。 

ア レギュラーガソリン及びハイオクガソリンについては、入札書に記載された金額に当該金額の100分

の10に相当する額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）

を加算した金額と、軽油については、入札書に記載された金額に当該金額から軽油引取税額分を減じた

額の100分の10に相当する額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるもの

とする。）を加算した金額の合計 

イ レギュラーガソリン及びハイオクガソリンについては見積もった契約希望金額の110分の100に相当す

る金額と、軽油については見積もった契約希望金額から軽油引取税額を減じた額の110分の100に相当す

る金額に軽油引取税額を加算した金額の合計 

２ 一般競争入札参加資格 

(1) 物品関係入札参加資格者として、兵庫県（以下「県」という。）の物品関係入札参加資格(登録）者名簿

に登録されている者又は登録されていない者で参加申込みの期間中に出納局管理課へ申請し、開札の日時

までに物品関係入札参加資格者として認定された者であること。 

(2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に基づく県の入札参加資格制限基準による

資格制限を受けていない者であること。 

(3) 一般競争入札参加申込書兼競争参加資格確認申請書（以下「申込書」という。）の提出期限日及び当該調

達の入札の日において、県の指名停止基準に基づく指名停止を受けていない者であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法(平成11年法律第225

号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

  (5)   暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に規定する

暴力団員又は暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴

力団及び暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 
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３ 入札の参加申込及び入札の方法等 

(1) 申込書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先 

   〒650-8510 神戸市中央区下山手通５丁目４番１号  

兵庫県警察本部総務部装備課 担当 砂原 

         電話（078）341－7441 内線2342   

(2)  申込書の提出期間、契約条項を示す期間、入札説明書の交付期間 

   令和３年１月８日（金）から同月22日（金）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

   午前10時から午後５時まで 

(3)  入札・開札の日時及び場所 

   令和３年２月19日（金）午後２時 

   神戸市中央区下山手通５丁目４番１号 兵庫県警察本部11階 会議室 

(4)  入札書の提出期限 

上記(3)の入札･開札の日時及び場所に直接入札書を提出すること。ただし、郵送又は民間事業者による

信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条

第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（以下「郵送等」という。）による

入札については、令和３年２月18日（木）午後５時までに上記(1)の場所に必着のこと。 

４ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

   契約希望金額（入札書記載金額に消費税及び地方消費税相当額を加算した金額）の100分の５以上の額の

入札保証金を令和３年２月17日（水）正午までに納入しなければならない。ただし、保険会社との間に契

約担当者を被保険者とする入札保証保険契約を締結した場合は、その保険証書を入札保証金に代えて提出

すること。 

(3) 契約保証金 

   契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結日までに納入しなければならない。ただし、保険

会社との間に契約担当者を被保険者とする履行保証保険契約を締結した場合は、その保険証書を契約保証

金に代えて提出すること。 

(4) 入札者に要求される義務 

ア 県下の49警察署の管内にそれぞれ１箇所以上給油所を確保している等を確認するために「給油所保有

（設置）一覧表」を提出すること。 

イ 国内全都道府県に臨時給油所の設定が可能であることが確認できる書類を提出すること。 

  ウ ガソリン供給能力の確保のために石油元請会社の「特約店証明書」等を提出すること。 

  エ 納入しようとするガソリン等の品質を証明するために「品質証明書」を提出すること。 

  オ 上記アからエまでの証明書等は、令和３年１月22日（金）までに提出すること。 

  カ 入札者は、開札日の前日までの間において、契約担当者から上記アからエまでの証明書等に関し説明 

   を求められた場合は、それに応じること。 

(5) 入札に関する条件 

  ア 入札書は、前記３(3)の日時及び場所に直接持参すること。ただし、郵送等による入札の場合は、令和

３年２月18日（木）午後５時までに、前記３(1)の場所に必着のこと。 

イ 所定の額の入札保証金（入札保証金に代わる担保の提供を含む。）が所定の日時までに提出されている

こと。ただし、入札保証金に代えて入札保証保険証書を提出する場合は、保険期間が契約締結予定日（令

和３年４月１日（木））まであること。               

  ウ 入札者又はその代理人が同一事項について２通以上した入札でないこと。 

  エ 同一事項の入札において、他の入札者の代理人を兼ねた者又は２人以上の入札者の代理をした者の入

札でないこと。 

  オ 連合その他の不正行為によってされたと認められる入札でないこと。 

  カ 入札書に入札金額並びに入札者の氏名及び押印があり、入札内容が分明であること。 

  キ 代理人が入札をする場合は、入札開始前に委任状を入札執行者に提出すること。 

  ク 入札書に記載された入札金額が訂正されていないこと。 

  ケ 再度入札に参加できる者は、次のいずれかの者であること。 
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(ｱ) 初度の入札に参加して有効な入札をした者 

(ｲ) 初度の入札において、上記アからクまでの条件に違反し無効となった入札者のうち、ア、エ又はオ

に違反し無効となったもの以外の者 

コ 入札の対象となる調達に係る予算が議決されその予算の執行が可能であること。 

(6)  入札の無効 

   本公告に示した一般競争入札参加資格のない者のした入札、仕様を満たさない者のした入札、申込書又

は関係書類に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

(7) 契約書の作成の要否 

   要作成 

(8)  落札者の決定方法 

入札説明書で示した物品を納入できると契約担当者が判断した入札者であって、財務規則（昭和39年兵

庫県規則第31号）第85条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で 低価格をもって有効な

入札を行ったものを落札者とする。 

(9) その他 

詳細は、入札説明書による。 

５  Summary for the bid announcement 

(1) Person in charge: 

Kenichirou Yoshioka, Chief of Hyogo Prefectural Police HQ 

(2) Products to be purchased: 

a Regular gasoline       Approx. 1,027,000 liters 

b High-octane gasoline   Approx.   339,000 liters 

c Light oil              Approx.    74,000 liters 

(3) Delivery period: 

From April 1, 2021 to March 31, 2022 

(4) Delivery places: 

The designated place by Chief of Hyogo Prefectural Police HQ 

(5) Deadline for the application forms: 

17:00 January 22, 2021 

(6) Deadline for bidding: 

17:00 February 18, 2021 by mail; 

14:00 February 19, 2021 by direct delivery 

(7) Secretariat: 

Miss Sunahara, Equipment Division, Hyogo Prefectural Police HQ  

5-4-1 Shimoyamate-dori, Chuo-ku, Kobe, Hyogo 650-8510 

TEL (078)341-7441 Ext. 2342 
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